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2019年「性暴力を考える講座」

性暴力を経験した被害者の理解とその支援

講師ウィメンズカウンセリング京都竹之下雅代氏

2017年7月、110年ぶりの刑法改正により強姦罪

の名称を「強制性交等罪」とし、被害者に男性も含

め性交類似行為も対象に強姦罪の刑を懲役3年から5

年に引き上げ、強姦罪や強制わいせつ罪などの「親

告罪」を削除。親などの「監護者」が18歳未満の者

に性的行為をすれば、暴行・脅迫がなくても罰する

とした。しかし性暴力被害は人権問題であるが、今

年3月に相次いで性犯罪事件に無罪判決が出された。

性暴力とは望まない性行為で身体の尊厳と性的決

定を侵害するもので「魂の殺人」とも言われ、被害

者に深刻な心の傷を与える。

2017年の内閣府調査では

・無理矢理性交された経験がある

女性 7.8％ 男性1.5％

・誰にもどこにも相談できなかった

女性 58.9％ 男性 39.1％

・加害者と面識があった

女性 83.0％ 男性 60.9％

・被害にあった時期

「20歳代」 女性 52.6％ 男性 30.4％

「中学生～19歳まで」女性 24.1％ 男性 34.8％

「小学生以下」 女性 14.9％ 男性 17.3％

・被害後の生活上の変化

「被害時の感覚がよみがえる」21.3％

「異性と会うのが怖い」 17.7％

「夜、眠れなくなった」 16.5％

「誰も信じられなくなった」 16.5％
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性虐待とは子どもにわいせつ行為をすること、さ

せること。加害者の大半(70～90%)が知っている人。

沈黙の犯罪とも言われ、被害者は性虐待の事実を秘

密にし、被害を認めたがらない。その背景には自分

が悪いと思い込んでいる罪悪感や、自分の告白で家

族や加害者が困った立場に立たされる不安感。発覚

した後、自分の身に起こることへの恐れなどがある。

強姦神話(レイプ神話)と呼ばれる、「すぐに訴え

ないのは合意があったからだ」、「本当だったら必

死に抵抗するはずだ」、「被害者の方が挑発したか

らだろう」、などの偏見がある

被害者への心理的ダメージと理解

・心的外傷(トラウマ)

不安や恐怖で心が傷付き、それが残り続けること。

無力感や強い恐怖。

トラウマによって引き起こされる変化はPTSD(ス

トレス障害)・フラッシュバック・解離過覚醒症状

(逃走・闘争準備状態)・うつ・自殺念慮・引きこも

り・不信感・絶望など。

7割が「顔見知り」からの被害という中で、被害者

は理解しにくい行動(加害者へ好意を示すメールを

送る・プレゼントをする等)を起こしたり、周りへ

相談ができないという状態に陥る。しかしこれらは

カウンセリングを受けることでトラウマの消化がで

きる。深刻な人権問題のため、身体的尊厳・性的自

己決定権・性と生殖に関する健康、権利を守る意識

を持つための性教育やトラウマインフォームドケア

で、被害にあった子どもたちへの心理教育が求めら

れる。それにはワンストップ支援センターは重要な

役割がある。被害者を孤立させず、中長期的な支援

を継続する。それが安全安心の確保や、社会的なつ

ながりを作る。

※京都性暴力被害者ワンストップ相談支援センター

「京都SARA」とは、電話相談・来所相談・同行支

援・支援のコーディネート・こころのケア・からだ

のケア・警察への相談や届出・プライバシーの保護

など性暴力被害者支援を行う団体。



「子どもを性暴力被害から守るために ～私たち大人のできること～」

講師警察庁刑事局捜査支援分析管理官 小笠原和美氏

性暴力は打ち明けることが難しいが、被害を拡大させないために性暴力の事を理解し、偏見を取り払うこ

とが必要。性暴力とは性的欲求だけではなく、性という手段・行動を通じて自己中心的に従属させようとす

る暴力。

児童虐待の検挙数は169件(平成29年)。相談は2,151件で6.7％にすぎない。同居の祖父・叔父・兄弟から

の性暴力は性的虐待に計上されない。

子どもを性被害から守るには

①加害者を生まない、被害者を勇気付ける新たな予防教育

②安心して駆け込める医療機関を拠点とする救援・支援制度の構築

③子どものSOSに気付き、適切に介入できる大人を増やす市民啓発

病院を拠点とする救援・支援ワンストップセンターでは、治療・精神的ケアをする者は「たとえどんな状

況であったとしてもあなたは悪くない」この言葉を真に理解して支える。責められるべきは加害者である。

犯罪被害者は、加害者の逮捕や刑事裁判を経験すると回復傾向に向かう。一方、加害者の釈放・示談金・

賠償金の支払い等を経験すると悪化傾向に向かう。性犯罪に対処するための刑法の一部改正がされた(平成

29年7月13日)。しかし残る課題のために2020年に見直される予定だ。

警察による性犯罪被害者対応

①「＃8103」専用電話に女性の警官が対応

被害者専用車両内で面談

部内・部外カウンセラー

②女性警察官増員

被害者の個人情報は守られる

目立たないようパトカーでの臨場はしない

③医療費を公費で負担

④身辺警護・パトロール強化

緊急通報装置の貸出

110番をした時にすぐ分かるよう情報の登録

支援の段階で二次被害を出さないため、警察の対応も日々進んでいる。しかし、被害届出時の理解のない

言葉や態度もまだまだ残っていることは確かだ。今後の課題となる。
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